
第 72 回 避難情報はなぜこうも役立たずか 

ＩＴ生 

７月に起きた熱海の土石流。 

知り合いの防災研究者から、マスコミの報道ぶりについて怒りのメールがきた。 

「避難指示」をめぐって、指示を熱海市が出せなかったのは、「中２階」の避難勧告がなく

なったからだ、という報道についてである。 

 

そもそも、マスコミは、「避難勧告がなくなった理由」を全く取材しておらず、理解もして

いない。にもかかわらず、毎度おなじみの「行政批判＝被災者かわいそう」報道に堕してい

るというのだ。 

 

筆者も、「避難勧告なくなったから…」報道をみて、よくもまあ、ここまで屁理屈を考えだ

して、行政批判をするものだと〝感心〟していたところだ。発端は、「避難勧告があれば…」

という熱海市のぼやきだからなおのこと始末におえない。 

 

 

我が家のあるマンションにも掲示されている避難情報の変更広報。なぜ変更したのか（住民が避難しない

からと）書かれていないため趣旨が理解できない 

  



そもそも、避難勧告にせよ、避難指示にせよ、「避難しろ」と住民に訴えるわけだから、理

由が必要となる。河川の水位があがり、破堤しそうだとか、台風が上陸しそうだからとか、

地震が起きて津波がきそうだからとか。 

 

しかし、土砂災害は「いつ、どこで起こるのか」という予測をするのは不可能なのだから、

豪雨でも観測されない限り、今回の長雨では、行政から避難を呼びかけるのは難しいのだ。 

 

気象庁が「避難勧告」をはずした趣旨は、避難情報は住民に待ちの姿勢を与えてしまい、

いつまでも避難率があがらないため、事態が悪化しない前に「高齢者等避難準備」情報を出

しておき、この時点で「避難を開始せよ」という前倒しの設定にすることが目的なのだ。 

 

「避難指示」が出た時点では、状況が展開しており、災害発生場所から距離を稼ぐ避難はで

きなくなっている確率が高い。だから、自宅の２階（上階）や土砂災害が起きそうな場所か

ら少しでも離れる工夫をすることしか選択肢がなくなっているのだ。 

 

こうした、災害対策において、従来の「行政指南型」から「住民の判断による自主避難型」

への流れを理解していないと、冒頭のような、トンチンカンな報道になってしまうというこ

となのだ。こうした報道が主流になるということは、広報する側の気象庁や政府の関係者が、

その趣旨を十分理解しないまま（どうしても自分たちが主役になりたい下心）、マスコミに

対応しているからだろう。熱海の盛り土の業者なみに、〝人災〟といえる。 

 

（令和 3年 7月） 


